別紙様式２－１
	学　長
	理　事
	研究・社会連携課

	
	
	


該　非　判　定　書　（　技　術　）
ＮＯ．　　　　
	判　定　年　月　日
	　　　　　年　　月　　日

	
	

	技術提供又は貨物輸出をしようとする者
	所　属
	

	
	氏　名
	

	

	技術の名称及び内容
（品番，型名を含む）
	

	仕　　　様　　　等
（明細の添付可）
	

	技　術　の　分　類
	□設計技術　　□製造技術　　□使用技術　　□プログラム

	該非判定結果
	□該　当
	項番：　　　項　　　号
省令：　　　条　　　項　　　号

	
	□非該当
	□対象項番 有：　　 項　　　号
□対象項番 無：対象外

	
	□対象外
	当該技術が外国為替令別表第１の第１～１５項のいずれの項にも記載されていない。

	
	判定根拠
※エビデンス添付
	□メーカーの該非判定書
□カタログ・仕様書等
□技術資料
□パラメータシート
□項目別対批表
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


外国為替令


別表第１


第1～15項









